
● 組織の簡素効率化に配慮しつつ、みやざき行財政改革プラン（第三期）に位置付けた「行政需要等の変化に対応し
た組織体制の整備」等の観点を踏まえ、所要の改正を行う。

令和５年度組織改正について
（令和５年４月１日付け改正）

１ 基本的な考え方

２ 主な組織改正の内容

● 令和９年度に本県で開催予定の「国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会」開催に向けて、広報及び県民運動に
関する業務を行う「広報・県民運動担当」、全国障害者スポーツ大会の開催準備を行う「障スポ大会担当」を新設する。

（１）国スポ・障スポ準備課に「広報・県民運動担当」及び「障スポ大会担当」を新設（総合政策部）

● 教育庁スポーツ振興課競技力向上推進室で所管している国民体育大会及び国民スポーツ大会に向けた競技力向上に関
する業務を総合政策部に移管して、官民を挙げた総合的な取組を推進する「競技力向上推進課」を新設する。

（２）「競技力向上推進課」を新設（総合政策部）

現 行 改正後

【国スポ・障スポ準備課】
課長 課長補佐 総務企画担当

（総括） 競技式典担当
課長補佐 施設調整担当

（技術担当） 施設整備担当

【国スポ・障スポ準備課】
課長 課長補佐 総務企画担当

（総括） 広報・県民運動担当
課長補佐 障スポ大会担当

（技術担当） 競技式典担当
施設調整担当
施設整備担当

現 行 改正後

＜教育庁＞
【スポーツ振興課競技力向上推進室】
室長 競技力向上担当

施設整備担当

※施設整備担当は、スポーツ振興課内に設置予定（R５）

＜総合政策部＞
【競技力向上推進課】
課長 課長補佐 競技力企画担当

（総括） 競技力強化担当
課長補佐
（競技担当）
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● 増加・複雑化する児童虐待相談案件に的確かつ組織的に対応するため、中央福祉こどもセンターこども相談第一課の
「判定療育担当」を「判定療育第一担当」及び「判定療育第二担当」に再編する。

（３）中央福祉こどもセンター（中央児童相談所）の体制強化（福祉保健部）

● 多文化共生社会づくりの推進や国際的人道支援に的確に対応するため、「国際交流・旅券担当」を「国際企画・旅券
担当」及び「国際交流担当」に再編する。

● また、県産品の販路開拓、販売促進等について一体的かつ効果的な取組を強化するため、「物産振興担当」と「グ
ローバル戦略担当」の業務を一体化した「物産・海外展開担当」を設置し、「国際・経済交流課」を設置する。

（４）オールみやざき営業課の業務再編による「国際・経済交流課」の設置（商工観光労働部）

現 行 改正後

【中央福祉こどもセンター】
所長 副所長 総務課 総務企画担当

(総括) 生活福祉課 生活保護担当
女性保護担当

副所長 こども相談第一課 相談支援第一担当
(児童担当) 相談支援第二担当

判定療育担当

こども相談第二課 相談支援第三担当
相談支援第四担当
相談支援第五担当
一時保護担当

【中央福祉こどもセンター】
所長 副所長 総務課 総務企画担当

(総括) 生活福祉課 生活保護担当
女性保護担当

副所長 こども相談第一課 相談支援第一担当
(児童担当) 相談支援第二担当

判定療育第一担当
判定療育第二担当

こども相談第二課 相談支援第三担当
相談支援第四担当
相談支援第五担当
一時保護担当

現 行 改正後

【オールみやざき営業課】
課長 課長補佐 ひなたプロモーション担当

（総括） 物産振興担当
課長補佐 グローバル戦略担当

（技術担当） 国際交流・旅券担当

【国際・経済交流課】
課長 課長補佐 国際企画・旅券担当

（総括） 国際交流担当
課長補佐 ひなたプロモーション担当

（技術担当） 物産・海外展開担当
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● 農産物の生産力の強化・拡大に向け農地の集積・集約化、生産基盤の整備、担い手の確保・育成について市町村や関
係団体等が一体となり総合的な取組を進めるため農村振興局長を設置し、総合調整機能の強化を図る。

● また、水産部門の業務を指揮監督する水産局長の設置により、水産資源の回復、違法漁獲物の流通防止、水産物の輸
出促進、漁業のスマート化などの資源管理と成長産業化に向けた取組の迅速化や総合調整機能の強化を図る。

（５）農政水産部の体制強化（農政水産部）

現 行 改正後

【農政水産部】
部長 次長（総括）※ 農政企画課

中山間農業振興室
農業流通ブランド課

次長（農政担当） 農業普及技術課
農業担い手対策課
農産園芸課
農村計画課
畑かん営農推進室

農村整備課
次長（水産担当） 水産政策課

漁業管理課
漁港漁場整備室

畜産新生推進局長 畜産振興課
家畜防疫対策課

【農政水産部】
部長 次長（総括）※ 農政企画課

中山間農業振興室
農業流通ブランド課

次長（技術担当） 農業普及技術課
農産園芸課

畜産局長 畜産振興課
家畜防疫対策課

農村振興局長 農村計画課
農村整備課
担い手農地対策課

水産局長 水産政策課
漁業管理課
漁港漁場整備室※次長（総括）は、部全体の主に内部管理的な業務（人事、財務、法規等）を所管

参考 知事部局の組織数の増減

令和４年度 令和５年度 増 減 内 訳

本

庁

部 等 ８ ８ - 会計管理局を含む

局 ６ ８ ２ 増 畜産局、農村振興局、水産局 減 畜産新生推進局

課 ６９ ７０ １ 増 競技力向上推進課

室 １４ １４ - 増 Ｇ７宮崎農業大臣会合推進室 減 畑かん営農推進室

出先機関 ８１ ８１ -

各年度４月１日現在
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